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近年、香港における中国本土からの定住者の構造が変化している。かつては家族再会を目的とした単程証（One Way 

Permit）1による香港定住が主流だったが、2022年末以降、香港政府が導入したトップタレントパススキームなどの高

度人材誘致政策により、高学歴・高収入層の香港定住が急増している。この変化は、香港の人口構成や労働市場、企

業の人材戦略に影響を与え、新たなビジネス機会を生み出している。本稿では、香港定住者の属性変化と政策的背景

を分析し、今後の展望について考察する。 

 

1． 香港における中国本土からの移住者の状況 

香港における中国本土からの定住は、2020年

から 2022年にかけての新型コロナウイルス

による入境制限を経て一時的に減少した。し

かし、2023年の往来再開とともに定住者数

は急増し、その属性にも大きな変化が見られ

るようになった。 

 

従来、中国本土から香港での定住は単程証

制度を通じた家族再会目的が中心であり、

2018年は新規定住者のうち約 44%を単程

証での定住が占めた2。2024年は単程証で

の定住は 28%にとどまり、トップタレントパス

スキーム3、優才計画（QMAS）や科学技術人

 
1  正式名称は前往港澳通行證 
2 中国本土籍者の包括的な統計は公表されていないため、主なビザスキームにおいて公表されている中国本土籍者の認可者件数

を合計し、中国本土からの新規定住者数を推計。この他にもビザスキームが存在するため、実際の定住者数とは差異がある 
3 詳細は当室発行の【ニュースフォーカス 2023年第 6号】香港における労働力減少、人材誘致策についてを参照 
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図表 1 中国本土から香港への定住者数推移（推計） 
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材受け入れ制度（TechTAS）といった高度人材ビザの利用者が急増している。 

 

香港政府は、人口減少と人材不足という構造的課題に対応するため、2022年末以降、移民政策の大幅な転換を進め

てきた。香港の人材誘致策は労働人口減少への対応のための量的補填（労働力確保）、そして AI・先端産業の発展の

ための質的強化（高度人材誘致）の両面から構成されており、それぞれに対応するビザスキームが整備されている。 

 

その中心にあるのがトップタレントパススキームをはじめとする

高度人材向けビザ制度であり、これらを通じて中国本土を含め

世界からの高学歴・高収入層の人材を積極的に受け入れてい

る。トップタレントパススキームは、世界トップクラスの大学の卒

業者や年収 250万香港ドル以上の専門職を対象に、雇用先が

なくても香港への居住を認めるものであり、2022年 12月に開

始された。制度開始からわずか 1年で、承認者の 95%が中国

本土出身者となり、2023年には中国本土からの新規定住者推

計のうち 23%がこの制度を利用した。事実上の中国本土から

の人材誘致制度として機能している。さらに、優才計画

（QMAS）や科学技術人材受け入れ制度（TechTAS）などの他

の高度人材向け制度を含めると、2023年の新規定住者推計

のうち約 30%が高度人材として香港に入境している。 

 

その政策的背景には、香港政府が注力する AI、フィンテック、

ヘルスケア・バイオテクノロジーなどの戦略産業の育成が念頭

にある。香港政府は国際競争力を維持するために経済の多様

化を進めているが、戦略産業の発展には高度人材の十分な確

保が不可欠である。香港政府は高度人材向けビザスキームを

強化しており、2024年にはトップタレントパススキームの対象

大学を 176大学から 198大学に拡大し、初回の滞在可能期間を 2 年から 3年に延長した。加えて、優才計画

（QMAS）の申請・評価方法を見直し、プロセスの簡素化と評価基準の明確化を図った4。高度人材向けビザスキームの

他にも中国大湾区との医師免許の相互認定や交通インフラの整備を通じて、定住の利便性を高めている。 

 

また、高度人材以外の一般労働者も含めた中国本土からの定住者数増加の背景には、香港の労働力不足という課題

が存在する。少子高齢化という社会構造的な問題と、不動産価格の高騰や社会不安を背景とする若年層を中心とした

香港人の海外移住が一時続いたことが主因となり、人手不足が深刻化、域外からの労働力確保が急務となっている。

香港人の就業志向がホワイトカラー職種に偏る傾向があるため、特にサービス業や建設業関連の担い手として中国本

土からの定住者が重要な役割を果たしている。中国本土人材受け入れ制度（ASMTP）や単程証制度の利用者が労働

力減少を補う役割を果たしている。 

 

 
4 申請者は、年齢、学歴、語学力、職務経験、年収、事業所有権の 6つの側面に基づく 12の評価基準のうち、少なくとも 6つの評

価基準を満たしていれば申請可能 

 

図表 2 トップタレントパススキーム地域別承認者数（2024年） 
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図表 3 中国本土籍者の香港定住ビザ種類別割合変化 

出所：Immigration Department  
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単程証利用者の属性も変化している。かつては単程証による定住者の多くは中高卒以下の学歴で、月収も香港の中

央値を下回る層が多かった。2018年時点では、単程証取得者のうち大卒以上は 23%、月収 15,000香港ドル以上の

世帯は 31%にとどまり社会的支援が必要な層が大半を占めていた。ところが 2024年時点では、単程証取得者のうち

大卒以上の割合は 29%に増加し、月収 15,000香港ドル以上の世帯も 54%に達している。公共賃貸住宅の居住者の

割合は 2018年の 50%から 2024年は 42%に減少した5。これは、経済的自立が可能な層の増加を示しており、従来

の社会的支援対象から、より自立した生活を送る層への移行が進んでいることを意味する。 

 

図表 4 中国本土籍者が香港定住時に利用可能な主なビザスキーム 

 

  

 
5 出所：Immigration Department 

種類 スキーム 概要 

家族 

ビザ 

単程証制度 

One Way Permit 

• 中国本土の住民が香港に永住目的で定住するための制度。主

に家族再会（配偶者・子供）を目的とし、中国政府が発行する単

程証に基づいて香港に入境。1日あたり約 150人の枠がある 

• 中国本土籍の配偶者は単程証制度を活用するケースが多い 

◼ 一般 

◼ 労働者 

中国本土人材受け入れ制度 

Admission Scheme for 
Mainland Talents and 
Professionals 
(ASMTP) 

• 香港の企業が中国本土の人材を雇用する際に、就労ビザを取

得できる制度。雇用先が必要で、香港の人材不足分野を補う目

的がある。枠は設けられていない 

（技術専門家ストリーム） 

• 関連する専門的および技術的スキルを持つ 18 歳から 40 歳ま

での経験豊富な非学位専門家、熟練工を対象とする。セクター

が限定され、枠が設けられている 

学生 

ビザから

移行 

非地元卒業生留港制度 

◼ Immigration 
Arrangements for Non-
local Graduates (IANG) 

• 香港および中国大湾区の大学を卒業した外国人や中国本土籍

者が、卒業後に香港に滞在・就職できる制度。雇用先がなくて

も申請可能で、最大 2年間の滞在が許可される 

高度 

人材 

優才計画 

Quality Migrant 
Admission Scheme 
(QMAS) 

• 高度なスキルや才能を持つ外国人や中国本土籍者を対象とし

た制度。ポイント制で評価され、雇用先がなくても香港に居住で

きる 

科学技術人材受け入れ制度 

Technology Talent 
Admission Scheme 
(TechTAS) 

• 香港政府が認定した企業が IT・AI・バイオテクノロジーなどの先

端技術分野における R&Dのための人材を迅速に招聘できる

制度。雇用先が必要で、審査期間は 2週間と他スキームと比

較して迅速に行われる。企業はまず枠を申請する必要がある 

高才通 

Top Talent Pass Scheme 
(TTPS) 

• 適格大学（世界トップ大学を中心に 198大学）の卒業者や高所

得（年収 250万香港ドル以上）の専門職を対象とした制度。雇

用先がなくても申請でき、初回 3 年間の滞在許可が与えられ

る。香港での就職・起業が可能 

学生 
学生ビザ 

Student Visas 

• 香港の大学や教育機関に正規入学した留学生が取得するビ

ザ。学業終了後は IANG制度に移行して就職・滞在が可能 

出所：Immigration Department  
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2．今後の展望 

これらの人材誘致政策は、香港の産業構造にも変化をもたらすと考えられる。まず、高度人材の獲得が今まで以上に

容易になる点から、I&T産業の成長加速が期待される。香港の高度人材ビザスキームは雇用先がなくても申請可能な

ケースが多いことが特徴的で、企業にとっては採用の柔軟性が高まるとともに、従来よりも広範な人材プールにアクセ

スできる環境が整いつつあるといえる。特に、AI、フィンテック、バイオテクノロジーなどの戦略産業では、香港政府が高

度人材の受け入れを前提に、研究開発支援、税制優遇、インフラ整備などを進めており、都市全体が「イノベーション・

エコシステム」として構築されつつある。河套深港科技イノベーション協力区（香港園区）6や新田テクノポール7の開発も

その一環である。 

 

スタートアップ支援分野では、香港に流入する起業志向の高い中国本土出身者に対して、VCやアクセラレーターが資

金・ノウハウ・ネットワークを提供することで、日中連携型のイノベーション創出が可能となる。特に、日本が強みを持つ

医療機器、環境技術などの分野では、香港を拠点とした共同開発や市場展開が期待される。さらに、知的財産保護や

法務支援のニーズが高まる中で、法律事務所やコンサルティングファームが、スタートアップの海外展開やビジネス支

援、税務アドバイザリーなどを提供する機会も増加する。 

 

また、定住者の高度な生活ニーズに応える形で、住宅、医療、保険、金融サービスなどの分野で新たな市場が形成さ

れつつある。特に、インターナショナルスクールや民間医療機関への需要は高まっている。 

 

今後、香港政府は高度人材の誘致と助成金の充実やアクセラレーターの誘致などスタートアップ支援をさらに強化する

方針を示している8。域外企業との連携によるイノベーション創出が期待されており、香港をハブとして、日本と中国本

土・ASEAN地域をつなぐビジネスモデルの構築は、企業のグローバル化を促進するうえで重要な戦略となろう。 

 

香港は今、激動する世界の様相の中で新たな成長への正念場に差し掛かっている。今後の発展の鍵を握るのは、高

度人材と十分な労働力の安定的な確保であり、香港政府はこれまで以上に積極的な対応が求められる。日本企業にと

っては、こうした環境変化を的確に捉え、現地企業との連携を深めることで、単なる市場参入にとどまらず香港政府が

推進するイノベーション政策や人材誘致施策に呼応した事業展開が可能となる。たとえば、スタートアップ支援制度や

研究開発の助成金を活用し、高度人材と協働することで、製品開発やサービス設計の高度化が図れるほか、香港を拠

点に中国本土や ASEAN市場への展開を視野に入れた国際的な事業モデルの構築も現実的となる。こうした共創型

のアプローチは、香港の産業政策とも整合する形で、持続可能な成長を実現する鍵となるだろう。 

  以上 

 

 

  

 
6 詳細は当室発行のニュースフォーカス 【2024年第 17号】深港科技イノベーション協力区 香港園区の開発計画を参照 
7 詳細は当室発行のニュースフォーカス【2024年第 8号】香港新田テクノポールの開発計画を参照 
8 詳細は当室発行のニュースフォーカス【2024年第 14号】香港 2024年施政方針を発表を参照 

https://www.bk.mufg.jp/report/chi200402/NF2024-17JP.pdf
https://www.bk.mufg.jp/report/chi200402/NF2024-08JP.pdf
https://www.bk.mufg.jp/report/chi200402/NF2024-14JP.pdf
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